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１ 裁判の迅速化に係る検証作業

裁判の迅速化に関する法律（平成 15年）8条
「１ 最高裁判所は、裁判の迅速化を推進するため必要な事項を明らかにするため、

裁判所における手続に要した期間の状況、その長期化の原因その他必要な事項につい

ての調査及び分析を通じて、裁判の迅速化に係る総合的、客観的かつ多角的な検証を

行い、その結果を、2年ごとに、国民に明らかにするため公表するものとする。

２ 前項の検証の結果については、第 3条の規定による国の施策の策定及び実施に

当たって、適切な活用が図られなければならない。」

2005年：第 1回、2007年：第 2回、2009年：第 3回報告書（長期化要因の分析）

2011年：第 4回報告書＝裁判の適正・充実・迅速化を推進するために必要な施策の提

言（cf. 第 5回（2013年）：社会的要因の分析を予定）

２ 民事訴訟事件一般に共通する長期化要因に関する施策

争点整理に関連する施策：失権効等の導入、迅速手続の検討、ＡＤＲの結果の活用

証拠収集に関連する施策：当事者照会制度の見直し、文書提出義務の拡大、ディスク

ロージャー・デポジション制度の導入、法廷侮辱に対する制裁の導入

専門的知見を要する事案に関連する施策：専門委員の活用、弁護士の専門認定制度の

創設、鑑定人のインセンティブ付与制度

争点・当事者多数又は複雑困難事件に関連する施策：合議体審理の積極的活用、裁判

所による照会制度の創設

３ 個別の事件類型に特有の長期化要因に関する施策

医事関係訴訟：医療ＡＤＲの拡充、原因究明制度の確立、弁護士のサポート態勢の整

備、鑑定人推薦のネットワークの拡充

建築関係訴訟：契約の書面化、早期に概括的判断を行う手続の検討、保険制度の拡大

労働関係訴訟：ＡＤＲの態勢充実、労働審判事件の態勢整備、適切な手続選択

遺産分割事件：前提問題・付随問題の適切な解決、遺産物件の相当な評価額の認定

４ 裁判所及び弁護士の実務態勢等に関連する要因に関する施策

裁判所の執務態勢：裁判官の人的態勢の整備、合議体審理の積極的活用、法廷等の整

備

弁護士の執務態勢：弁護士へのアクセス強化、法律扶助・権利保護保険の拡充、弁護

士に関する適切な情報開示、弁護士強制制度の導入
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